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6.巻末参考資料

6.1 参考検討：津波到達時間と避難に関する検討

1) 久慈市 市役所周辺の津波到達時間と避難に関する検討

参考図：日本海溝（三陸・日高沖）モデルケース①における久慈市役所周辺の津波 30cm 到達時

間分布

 久慈市沿岸の地域では、津波 30cm 到達時間が概ね 30 分～40 分で分布している。

 冬季の避難速度は 1.79km/h≒30m/min であることから、30 分で到達できる距離は約 900m と

なる。

 さらに、早期避難の場合でも、避難開始時間は 7 分である。

 そのため、今回のケースでは早期避難の場合でも浸水域外に到達する前に津波が到達してし

まう地域が存在する。

 被害ゼロを目指すためには、避難路の整備による避難速度の向上、自動車による避難の検討、

浸水想定区域内の避難施設（ビル・タワー）の建設・指定などの対策が必要となる。

参考：250mメッシュ別滞留人口分布図（冬 18 時）
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2) 宮古市 市役所周辺の津波到達時間と避難に関する検討

 宮古市沿岸の地域では、津波 30cm 到達時間が概ね 20 分～40 分で分布している。

 冬季の避難速度は 1.79km/h≒30m/min であることから、30 分で到達できる距離は約 900m と

なる。

 宮古市においては、市役所周辺以外は浸水域外までの距離が短い傾向にある。

 そのため、早期避難による減災効果は高いと考えられる。

参考：250mメッシュ別滞留人口分布図（冬 18 時）
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3) 久慈市、宮古市、陸前高田市、釜石市の 市役所周辺の浸水範囲と避難参考距離の比較

注）久慈市・宮古市・釜石市は日本海溝（三陸・日高沖）モデル ケース①

陸前高田市は東北地方太平洋沖地震の浸水域

 上図は、久慈市、宮古市、陸前高田市、釜石市における浸水範囲と避難参考距離（900m）の

比較図である。

 いずれも、沿岸から河川に沿って平野部（低地）が広がっており、河川に沿って津波が遡上

し平野部に浸水が広がっているが、平野部の広さはそれぞれで異なる。

 平野部に市街地があり、平野部の中心より海側に人口が多く、かつ、平野部が広い場合に被

害が多く発生すると考えられる。

 津波発生の条件が異なれば、津波到達時間、浸水深も異なるため、市町村それぞれで対策が

重要となる。
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6.2 液状化の予測

（１）液状化危険度と沈下量の予測

地盤の液状化予測手法は、浅部地盤を踏まえた上で、道路橋示方書に基づく FL法による判定法

（地表面震度、地盤の N値、地下水位、平均粒度等）により行う。

この手法では、地表から深度 20m まで実施するとともに、各地層での評価値である FL 値を用い

て、地盤全体の液状化危険度（PL値：液状化可能性指数）を予測する。液状化の予測を行う地盤

は、表 6.2-1 に示す微地形分類に対して実施する。

表 6.2-1 液状化対象微地形分類

No. 微地形分類（地盤タイプ） 区分

1 沿岸地域 液状化検討対象外

2 山地 液状化検討対象外

3 丘陵 液状化検討対象外

4 火山地 液状化検討対象外

5 火山山麓地 液状化検討対象外

6 火山性丘陵 液状化検討対象外

7 岩石台地 液状化検討対象外

8 砂礫質台地 液状化検討対象外

9 火山灰台地 液状化検討対象外

10 谷底低地 液状化検討対象地形

11 扇状地 液状化検討対象地形

12 自然堤防 液状化検討対象地形

13 後背湿地 液状化検討対象地形

14 旧河道・旧池沼 液状化検討対象地形

15 三角州・海岸低地 液状化検討対象地形

16 砂州・砂礫州 液状化検討対象地形

17 砂丘 液状化検討対象地形

18 砂丘・砂州間低地 液状化検討対象地形

19 干拓地 液状化検討対象地形

20 埋立地 液状化検討対象地形

21 礫・岩礁 液状化検討対象外

22 河原 液状化検討対象外

23 河道 液状化検討対象外

24 湖沼 液状化検討対象外
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図 6.2-1 液状化の予測手法の流れ

液状化可能性の評価については、「道路橋示方書・同解説（2017 年 12 月発行）」による、砂質

土層の液状化判定手法を採用した。

地震動計算結果より、地表から 20m までの地中のせん断応力(𝐿)と液状化対象層の繰り返し三軸

強度比(𝑅)を求め、液状化対象層ごとに液状化に対する抵抗率(𝐹𝐿 = 𝑅 𝐿⁄ )を求め、さらに地層全体

の液状化可能性指数(𝑃𝐿)を評価する。

以下に計算の手順を示す。

動的せん断強度比𝑅については、下記の方法で求めた。

𝑅 = 𝐶𝑊 ∙ 𝑅𝐿

𝑅𝐿 = {
0.082√𝑁𝑎 1.7⁄

0.082√𝑁𝑎 1.7⁄ + 1.6 × 10−6 ∙ (𝑁𝑎 − 14)4.5

(𝑁𝑎 < 14)

(𝑁𝑎 ≥ 14)

𝐶𝑊：地震時特性による補正係数（タイプ Iの地震動の場合）

𝐶𝑊 = 1.0

𝑁値及び𝐹𝑐の算出については、亀井ほか(2002)の式に従った。

𝑁𝑎 = 𝑁1 + ∆𝑁

∆𝑁 = {
0.0
20.769 × log10(𝐹𝑐)− 18
15.27

(𝐹𝑐 < 8％)

PL値の算出

各深度 F
L
値の算出

計測震度

地下水位

浅部地盤モデル
（扇状地・三角州・自然堤防・砂

州・干拓地）

地盤の物性値
（単位体積重量・平均粒径・細粒

分含有率）
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(8％ ≤ 𝐹𝑐

< 40％)

(𝐹𝑐 ≥ 40％)

ただし、

𝑁𝑎：粒度の影響を考慮する補正𝑁値

𝑁1：有効上載圧 100kN/m2相当に換算した𝑁値

∆𝑁：東京低地における細粒分の影響を補正する𝑁値

地震時せん断応力比𝐿については、下記の方法で求めた。

𝐿 = 𝛾𝑑 ∙ 𝐾𝑠 ∙ 𝜎𝑉 𝜎𝑉
′⁄

𝛾𝑑 = 1.0− 0.015𝑥

ここに、

𝛾𝑑：地震時のせん断応力比の深さ方向の低減係数

𝐾𝑠：液状化に対する設計震度

𝑥：地表面からの深さ(m)

𝜎𝑉：地表面からの深さ𝑥における全上載圧(kN/m2)

𝜎𝑉
′：地表面からの深さ𝑥における有効上載圧(kN/m2)

𝐾𝑠 = 𝐴𝑚𝑎𝑥 9.8⁄

𝐴𝑚𝑎𝑥：地表最大加速度(m/s2)

9.8：重力加速度(m/s2)

地表最大加速度は、地表の震度より、童・山崎(1996)による計測震度𝐼と最大加速度𝑃𝐺𝐴の関係

式を用いて求めた。

𝑃𝐺𝐴 = 10−0.23+0.51∙𝐼

𝑅及び𝐿から、液状化に対する抵抗率を求め、震度の重み係数を考慮して𝐹𝐿を積分し、液状化指

数𝑃𝐿を計算する。

𝐹𝐿 = 𝑅 𝐿⁄

𝑃𝐿 = ∫ (1− 𝐹𝐿)(10− 0.5𝑥)𝑑𝑥
20

0
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ここに、

𝑃𝐿：液状化指数

𝐹𝐿：液状化に対する抵抗率

𝑥：地表面からの深さ(m)

メッシュごとの𝑃𝐿値より、以下の基準で液状化可能性を評価する。

図 6.2-2 PL値の算定

表 6.2-2 PL値による液状化危険度判定区分（岩崎他(1980)）

危険度ランク 極めて低い 低い やや高い 極めて高い

𝑃𝐿値 𝑃𝐿 = 0 0 < 𝑃𝐿 ≤ 5 5 < 𝑃𝐿 ≤ 15 15 < 𝑃𝐿

調査及び対策

の必要性

液状化に関する詳

細な調査は不要

特に重要な構造物

に対して、より詳細

な調査が必要

重要な構造物に対

しては、より詳細な

調査が必要

液状化対策が一般

的には必要

液状化に関する詳

細な調査と液状化

対策は不可避

液状化可能性の判定

PL値の算出

PL値による液状化危険度
の判定基準

各深度の FL値の算出
FL=R/L の算出
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液状化に伴う地盤の沈下量𝑆は、建築基礎構造設計指針(2001)に示されている補正𝑁値と繰り返

しせん断ひずみの関係を用いて、補正𝑁値と応力比のプロット点に対応する繰り返しせん断ひず

みを隣接する𝛾𝑐𝑦曲線の対数補間により求める。

繰り返しせん断ひずみ 8％の曲線より左側にプロットされる場合には𝛾𝑐𝑦 =8％とし、0.5％より

右側にプロットされる場合には、𝛾𝑐𝑦 =0.5％とする。

繰り返しせん断ひずみ𝛾𝑐𝑦を体積ひずみ𝜀𝑉として読み替える。

沈下量𝑆は以下のように推定した。

𝑆 = ∑(𝐻𝑖 × 𝜀𝑉𝑖)

𝑛

𝑖=0

ここに、

𝐻𝑖：𝐹𝐿 < 1.0となる土層𝑖の層厚

𝜀𝑉𝑖：𝐹𝐿 < 1.0となる土層𝑖の体積ひずみ

𝑛：𝐹𝐿 < 1.0となる土層数

図 6.2-2 補正 N 値と繰り返しせん断ひずみの関係

（建築基礎構造設計指針、2001 年 10 月、日本建築学会より）

※本検討では、図中の縦軸「応力比𝜏𝑑 𝜎𝑧
′⁄ 」に「地震のせん断応力比𝐿」を適用する
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液状化液状化対象微地形に対して、液状化解析を行い、液状化危険度及び沈下量を算出した。

なお、液状化危険度分布図内の液状化履歴は、東北地方太平洋沖地震のものである。

図 6.2-3 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化危険度分布図
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図 6.2-4 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化沈下量分布図
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図 6.2-5 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化危険度分布図
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図 6.2-6 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化沈下量分布図
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図 6.2-8 「東北地方太平洋沖地震」の液状化危険度分布図
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図 6.2-9 「東北地方太平洋沖地震」の液状化沈下量分布図
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（２）液状化による建物被害リスク

液状化による建物被害リスクは、藤原ほか（2018）より、以下の方法で算出した。

𝑅𝑙𝑖𝑞 = 𝑃𝑙 × 𝑅𝑝𝑎 × 𝑅𝑏𝑙

ここに、

𝑅𝑙𝑖𝑞：液状化による建物被害リスク

𝑃𝑙：液状化発生確率

𝑅𝑝𝑎：液状化が発生したメッシュの液状化面積率

𝑅𝑏𝑙：液状化が発生した場合の建物被害リスク

液状化発生確率は、全国 250m メッシュ別の微地形区分を用いて発生確率を計算する松岡ほか

（2011）を用いて算出した。

𝑃𝑙 = 𝜙 [
𝐼 − 𝜇

𝜎
]

ここに、

𝜙[ ∙ ]：正規分布の累積分布関数

𝐼：計測震度

𝜇：平均値

𝜎：標準偏差

また、最小二乗法による回帰分布から得られたパラメータを表 6.2-3 エラー! 参照元が見つか

りません。に、液状化発生確率を図 6.2-10 に示す。なお、全壊率の計算目的は液状化が発生しや

すいメッシュを評価することであるため、表 6.2-3 の①～④に属する微地形区分のみを計算対象

とし、砂礫質台地は除外した。

表 6.2-3 微地形区分による回帰分布から得られたパラメータ

No. 微地形区分 平均値μ 標準偏差σ

①
自然堤防、旧河道、砂丘末端、緩斜面、

砂丘間低地、干拓地、埋立地

6.960 0.761

②
扇状地、扇状地（傾斜<1/100）、砂州・

砂礫州

7.160 0.773

③ 後背湿地、三角州・海岸低地、砂丘 7.906 0.993

④
砂礫質台地、谷底低地、谷底低地（傾斜

<1/100）

7.231 0.628

⑤ 上記以外 9.873 1.197
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図 6.2-10 グループごとに統合した時の計測震度と液状化発生確率の関係

液状化が発生したメッシュ内の液状化面積率は、1983 年日本海中部地震や 2004 年新潟県中

越地震の被害データを基に設定した山本ほか（2009）の微地形区分ごとの液状化面積を適用し

た（表 6.2-4）。液状化が発生した場合の建物被害リスクは、1960 年以前築の木造建物を対象

とし、中央防災会議（2003）の手法を用いた（表 6.2-5）。

表 6.2-4 微地形区分ごとの液状化面積率

微地形区分 液状化面積率 微地形区分 液状化面積率

谷底低地 3％ 旧河道 25％

扇状地 1％ 砂州・砂礫州 5％

自然堤防 10％ 砂丘末端緩斜面 15％

後背湿地 3％ 砂丘間低地 5％

三角州・

海岸低地

（日本海側）

10％

砂丘 5％

干拓地 15％

（太平洋側）

2％

埋立地 20％

表 6.2-5 液状化発生時の建物被害リスク

木造建物 非木造建物

1960 年以前築 1961 年以降築 杭なし 杭あり

13.3％ 9.6％ 23.2％ 0.0％
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各地震動における液状化発生確率と液状化による建物被害リスクを以下に示す。液状化が発生

した際の建物被害リスクは、「1960 年以前築の木造建物」を対象とした。なお、追加の検証とし

て、計測震度 5.15（震度 5強相当、最大加速度 250gal）の地震を仮定した際の結果も示す。

図 6.2-11 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化発生確率
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図 6.2-12 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の液状化による建物建物被害リスク
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図 6.2-13 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化発生確率
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図 6.2-14 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の液状化による建物被害リスク
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図 6.2-15 「東北地方太平洋沖地震」の液状化発生確率
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図 6.2-16 「東北地方太平洋沖地震」の液状化による建物被害リスク
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図 6.2-17 「計測震度 5.15（震度 5強）相当」の液状化発生確率
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図 6.2-18 「計測震度 5.15（震度 5 強）相当」の液状化による建物被害リスク
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6.3 崖崩れ（土砂災害）の予測

崖崩れ等における危険度予測は、岩手県地震・津波シミュレーション及び被害想定調査（2004）

より、斜面の危険度ランク（第一次判定ランク）と計測震度データの関係を用いたマトリクス

判定基準により判定した（表 6.3-1）。

表 6.3-1 震度階級による判定ランクの振り分け

第一次判定ランク
震度階級

〜5 弱 〜5 弱 〜5 弱 〜5 弱

(A) D B A A

(B) D C B A

(C) D D C B

※ランク A：崩壊危険度が高い、ランク B：崩壊危険度がやや高い、

ランク C：崩壊危険度は低い、ランク D：崩壊発生の可能性が低い

急傾斜地崩壊の第一次判定ランクは、市町村が作成・公表している GIS データを使用し、表

6.3-2、表6.3-3に示すもので評価した。急傾斜地崩壊の第一次判定ランクの結果を図6.3-1に、

地震による急傾斜地崩壊の危険度予測結果を図 6.3-2～図 6.3-4 に示す。
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表 6.3-2 急傾斜地崩壊危険箇所の危険度判定基準

（日本道路協会道路震災対策委員会(1986)より）

項目 対象 基準 点数

斜面高(H)m 斜面の高さ

50≦H 10

30≦H＜50 8

10≦H＜30 7

H<10 3

斜面勾配(α) 傾斜度

59°≦α 7

45°≦α＜59° 4

α＜45° 1

オーバーハング 横断形状
オーバーハングあり 4

オーバーハングなし 0

斜面の地盤 地表の状況

⻲裂が発達・開⼝しており転⽯・浮⽯が点在する 10

⾵化・⻲裂が発達した岩である 6

礫混じり土、砂質土 5

粘質土 1

⾵化・⻲裂が発達していない岩である 0

表土の厚さ 表土の厚さ
0.5m以上 3

0.5m 未満 0

湧水 湧水
有 2

無 0

落石/崩壊頻度 崩壊履歴

新しい崩壊跡がある 5

古い崩壊跡がある 3

崩壊跡は認められない 0

表 6.3-3 基準要素点別斜面危険度ランク表

斜面の危険度ランク

（第一次判定ランク）
表 6.3-2 による基準要素点

ランク a 24 点以上

ランク b 14〜23 点

ランク c 13 点以下
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図 6.3-1 急傾斜地崩壊の第一次判定ランク
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図 6.3-2 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の急傾斜地崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-3 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の急傾斜地崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-4 「東北地方太平洋沖地震地震」の急傾斜地崩壊の危険度予測結果
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山腹崩壊の第一次判定ランクは、市町村が作成・公表している GIS データを使用した。第一次

判定ランクは、山地被災害危険地区調査要領（H28 林野庁）に従い、表 6.3-4～表 6.3-7 に示すも

ので評価されている。急傾斜地崩壊の第一次判定ランクの結果を図 6.3-5 に、地震による急傾斜

地崩壊の危険度予測結果を図 6.3-6～図 6.3-8 に示す。

表 6.3-4 急傾斜地崩壊危険箇所の危険度判定基準

（日本道路協会道路震災対策委員会(1986)より）

調査項目 単位 区分
地質

第1類 第 2類 第 3類 第 4類 第 5類 第 6類 第 7類

１ 傾斜 ％

0〜30 0 0 0 0 0 0 0

31〜50 6 22 13 12 31 23 14

51〜70 32 47 46 30 61 49 36

71〜90 49 60 51 42 71 66 60

91〜 54 64 46 52 61 57 70

２
縦断

面形

凹形 23 27 22 22 31 28 30

平滑 8 18 16 12 18 17 8

複合 0 15 0 0 0 21 0

凸形 0 0 4 4 16 0 4

３
横断

面形
度

〜150 12 4 22 22 31 28 30

151〜210 23 27 19 12 12 15 20

211〜 0 0 0 0 0 0 0

４ 土層深 ｍ

0.5 以下 0 0 0 0 0 0 0

0.5〜1.0 以下 5 5 3 3 4 4 6

1.0〜2.0 以下 8 9 7 7 10 9 10

2.0 超 15 18 15 15 20 19 20

５ 齢級

1 26 31 25 25 35 32 34

2〜3 39 46 36 37 51 47 50

4〜7 28 33 28 28 37 34 36

8〜11 26 31 25 25 35 32 34

12 以上 23 27 22 22 31 28 30

※第１類：火山性の第四紀堆積物

第 2類：水成の第四紀堆積物

第 3類：新第三紀層の堆積岩

第 4類：古第三紀以前の堆積岩

第 5類：火山岩

第 6類：半深成岩・深成岩

第 7類：変成岩
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表 6.3-5 非多雨地域における山腹崩壊危険度点数表（その 2）

危険度 表 6.3-4 による危険度点数

a1 125 点以上

b1 115 点以上 125 点未満

c1 100 点以上 115 点未満

表 6.3-6 被災危険度判定表

危険度 公共施設等の種類及び数量

a2 公用若しくは公共用施設（道路を除く）又は

10⼾以上の⼈家がある場合

b2 5⼾以上 10⼾未満の⼈家がある場合

c2 5⼾未満の⼈家がある場合

表 6.3-7 山腹崩壊の危険度判定表（第一次判定ランク）

危険度 危険度点数

(A) a1−a2、a1−b2、b1−a2

(B) a1−c2、b1−b2、c1−a2

(C) b1−c2、c1−c2、c1−b2
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図 6.3-5 山腹崩壊の第一次判定ランク
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図 6.3-6 「日本海溝（三陸・日高沖モデル）」の山腹崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-7 「千島海溝（十勝・根室沖モデル）」の山腹崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-8 「東北地方太平洋沖地震」の山腹崩壊の危険度予測結果
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地すべり崩壊の第一次判定ランクは、市町村が作成・公表している GIS データを使用した。

第一次判定ランクは、山地被災害危険地区調査要領（H28 林野庁）に従い、表 6.3-8～表 6.3-11

に示すもので評価されている。急傾斜地崩壊の第一次判定ランクの結果を図 6.3-9 に、地震に

よる急傾斜地崩壊の危険度予測結果を図 6.3-10～図 6.3-12 に示す。

表 6.3-8 地すべり危険度ランク判定表（その 1）

調査項目 判定項目
危険度ランク

a b c d

地質 地質の走向 流れ盤

岩石の変質又は風化の状況 著しい ある

断層及び破砕帯 破砕帯が

ある

表層土の土質 粘性土

地況 滑落崖、⻲裂、陥没⼜は隆起 3 種類

ある

2種類

ある

1種類

ある

沼地、湿地の規則的な配列、

異常な地下水の湧水

3種類

ある

2種類

ある

1種類

ある

植生 立木の傾斜等の異常 著しい ある

地すべり

状況

地すべり活動 移動して

いる

過去に移

動した
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表 6.3-9 地すべり危険度ランク判定表（その 2）

危険度 表 6.3-8 による危険度点数

a1 125 点以上

b1 115 点以上 125 点未満

c1 100 点以上 115 点未満

表 6.3-10 被災危険度判定表

危険度 公共施設等の種類及び数量

a2 公用若しくは公共用施設（道路を除く）又は

10⼾以上の⼈家がある場合

b2 5⼾以上 10⼾未満の⼈家がある場合

c2 5⼾未満の⼈家がある場合

表 6.3-11 地すべり崩壊の危険度判定表（第一次判定ランク）

危険度 危険度点数

(A) a1−a2、a1−b2、b1−a2

(B) a1−c2、b1−b2、c1−a2

(C) b1−c2、c1−c2、c1−b2
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図 6.3-9 地すべり崩壊の第一次判定ランク
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図 6.3-10 「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」の地すべり崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-11 「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」の地すべり崩壊の危険度予測結果
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図 6.3-12 「東北地方太平洋沖地震」の地すべり崩壊の危険度予測結


